
どんな非常時だって…根本のところ 

 解剖学者の養老孟司先生は、『養老孟司の

人生論』の中で、少年時代の戦争体験や研

究者としてのスタートの時期に「東大紛争」

に巻き込まれ、研究室から追い出された経

験から、次のように語られています。 

どんな非常時だって、飯は食わなきゃ

ならないんですからね。そうしたことに

対して、ある解答をもっておくことが、日

常をすごすための基本となるんです。む

ずかしくいうなら、それが自分の『思想』

となるんですよ。 

 コロナ禍に加えて、ウクライナ情勢も不

透明ですが、まず、生き延びることが最優

先。そして、日常の回復に努めたいですね。 

ウクライナ情勢に関連した経産省の支援策 

 経産省ＨＰ（令和４年３月８日現在）に

は、ロシア等によるウクライナの侵略をめ

ぐる国際情勢に関連して、国内事業者向け

に、次のような支援策を掲載しています。 

① 燃料油価格激変緩和対策 

 緊迫化するウクライナ情勢を受け、原油

価格は一層の上昇局面にあります。これに

伴うガソリンや軽油、灯油、重油の価格高

騰を抑制する対策を実施します。 

② 貿易保険による対応策 

「貿易保険」は日本企業が行う海外取引の

輸出不能や代金回収不能、海外投資先の休

業等のリスクをカバーする保険。日本貿易

保険（NEXI）では、日本企業の支援相談窓口

を設置し、保険金の支払に対応します。 

③ 中小企業・小規模事業者向け相談窓口 

 ウクライナ情勢や原油価格高騰などによ

り影響を受ける中小企業・小規模事業者を

対象とした相談窓口を日本政策金融公庫や

商工中金などに設置します 

④ 資金繰り支援 

 日本政策金融公庫等が実施するセーフテ

ィネット貸付の要件が緩和されます。利益

率が５％以上減少した中小事業者・小規模

事業者に対する金利を 0.2％引き下げます 

（9月末終了予定) 。 

⑤ 価格転嫁対策 

 中小企業等が原油などのエネルギーコス

トの上昇分を適切に転嫁できるよう、下請

代金法の執行を強化する方針です。 

⑥ サイバーセキュリティ対策 

 企業の経営者等に対し、サイバーセキュ

リティの取り組みを一層強化します。 

 

 
2022年3月22日(火) 

小栗キャップのNews Letter 
税理士法人ＳＴＲ 代表社員・税理士 小栗 悟 

名古屋本部 〒450-0001 名古屋市中村区那古野1-47-1 名古屋国際センタービル17F 

      TEL：052-526-8858 FAX：052-526-8860 

岐阜本部  〒500-8833 岐阜県岐阜市神田町6-11-1 協和第二ビル3・4階 

      TEL：058-264-8858 FAX：058-264-8708 

Email: info@str-tax.jp  http://www.str-tax.jp 

経産省HP掲載 

ウクライナ情勢関連の支援策 

非常事態に応じつつ

も、できることを考え

ていきたいものです 
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